
第 118 回 定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知

開催日時 　前回臨時株主総会と株主総会会場が異なっておりますので、
ご来場の際は末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照い
ただき、お間違えのないようご注意願います。
　当日ご出席の株主様へのお土産は廃止させていただいており
ます。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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平成30年３月29日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

開催場所
東京都中央区八重洲一丁目３番７号
八重洲ファーストフィナンシャルビル
ベルサール八重洲　２階　ROOM A+B+C

決議事項

第１号議案 剰余金配当の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

証券コード： 5563
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証券コード5563
平成30年３月13日

株 主 各 位
東京都中央区八重洲一丁目４番16号

代表取締役社長 白 須 達 朗
第118回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃よりご支援を賜り、誠にありがとうございます。
　さて、当社第118回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいますようお願い
申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年
３月28日（水曜日）午後５時30分までに到着するようご返送をお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日　　時 平成30年３月29日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
２．場　　所 東京都中央区八重洲一丁目３番７号

八重洲ファーストフィナンシャルビル
ベルサール八重洲　２階　ＲＯＯＭ Ａ+Ｂ+Ｃ
（前回臨時株主総会と株主総会会場が異なっておりますので、ご来場の際は末尾の
「定時株主総会会場ご案内図」をご参照いただき、お間違えのないようご注意願いま
す。）
当日ご出席の株主様へのお土産は廃止させていただいております。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

３．会議の目的事項
報告事項 １．第118期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第118期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）計算書類報告の件
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決議事項
第１号議案 剰余金配当の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願
い申し上げます。

◎本招集ご通知の添付書類のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当
社定款第17条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.nippondenko.co.jp/）に掲載しております。
なお、これらの事項は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査
した連結計算書類及び計算書類に含まれております。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に記載すべき事項を修正する必要が生じ
た場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.nippondenko.co.jp/）に掲載することにより周知させていただきます。
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（添付書類）

事　　業　　報　　告
(平成29年 1 月 1 日から
平成29年12月31日まで)

⒈　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果
　当連結会計年度の世界経済は、米国は個人消費が堅調に推移したことにより景気拡大の動きが持続し
ており、欧州においても堅調な景気回復が持続しております。また、中国経済は固定資産投資や自動車
需要が減少しておりますが、旺盛な個人消費効果などが景気を下支えしており堅調に推移しております。
一方で欧米での政治的な混乱・北朝鮮情勢等の地政学的リスクにより世界情勢の先行きが不安定な状況
も継続しております。
　国内経済は、好調な企業業績や雇用・所得環境の改善などを背景に安定的な成長が続き、1965年か
らの「いざなぎ景気」を超え戦後２番目の長さの景気回復が続いております。
　また、当社の主たる需要先である鉄鋼業界は、建設関連や自動車・産業機械等の製造業向けの需要が
旺盛であったことにより好調に推移しました。
　当社においては、合金鉄の製品市況が好調に推移したことに加え、為替が想定より円安だったことな
どにより対前年比増収増益となりました。
　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は22.0％増加し71,346百万円（前年度実績58,486百
万円）となりました。営業利益は461.1％増加し9,639百万円（前年度実績1,717百万円）、経常利益
は472.4％増加し9,239百万円（前年度実績1,614百万円）となりました。親会社株主に帰属する当期
純利益は7,988百万円（前年度実績116百万円の損失）となりました。
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（合金鉄事業）
　2017年の世界66ヵ国の粗鋼生産量は16億7,472万トンと前年比で5.5％の増加となりました。中国
において低品位の違法鋼材である“地条鋼”の生産排除などを要因とした過剰生産能力削減が進んだ上、
堅調な景気を背景に国内需要が回復していることにより、前年比5.7%増の8億3,173万トンとなったこ
と、またインドの粗鋼生産量が初めて１億トンに達したことなどが主な増加要因となりました。
　一方、国内の粗鋼生産も、オリンピック・パラリンピック関連需要の現出による建設関連需要や自動
車、産業機械などをはじめとした製造業向けの堅調な需要に支えられ、前年比では0.1％微減の1億466
万トンとなりました。国内の経済状況には明るい兆しも見られますが、世界の政治的地政学的リスク、
欧米の保護主義的な動き等、鉄鋼業を取り巻く環境には不透明な要素が存在しますので、今後の動向を
注意深く見守っていく必要があります。
　当事業の当期業績は、一昨年後半からのマンガン系合金鉄市況が回復したこと、中央電気工業の環境
事業も堅調に推移したことにより、売上高、営業利益ともに前年に比べ大幅に増加しました。

（機能材料事業）
　フェロボロンの販売は、主力のアモルファス向けが減少したため、前年を下回りました。
　酸化ジルコニウムの販売は電子部品向けや触媒向けが順調に推移し前年を上回りましたが、ほう素に
ついてはガラス向けが減少しており、前年を下回りました。
　マンガン酸リチウムの販売は、電気自動車用電池向けが不振となり前年を下回りました。
　また、中央電気工業株式会社のハイブリッド自動車用ニッケル水素電池向け水素吸蔵合金の販売は順
調に推移し、前年を上回りました。
　以上の結果、当事業の当期業績は売上高が前年に比べ減少しましたが、営業利益は前年を上回りまし
た。

（環境システム事業）
　顧客の稼働が順調であったことに伴い、モバイル型イオン交換塔の再生数量、家庭用燃料電池（エネ
ファーム）向け水精製器の販売が順調に推移しました。しかし、対前年比では大型設備の売上がなかっ
たことと、樹脂販売が減少したため、当事業の当期業績は、売上高、営業利益ともに減少しました。

（その他の事業）
　その他の事業は、前年比で売上高は増加しましたが、営業利益は減少しました。
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　また、当連結会計年度におけるセグメントの売上高及び営業利益は次のとおりです。
（単位：百万円、％）

事 業 名

第117期(前連結会計年度)
(平成28.1.1～28.12.31)

第118期(当連結会計年度)
(平成29.1.1～29.12.31) 増 減 率

売 上 高 営 業 利 益 売 上 高 営 業 利 益
売上高 営業利益

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

合 金 鉄 事 業 37,029 63.3 133 7.7 51,150 71.7 7,789 80.8 38.1 5,755.9

機 能 材 料 事 業 10,788 18.5 522 30.4 9,952 14.0 1,169 12.1 △7.8 123.7

環 境 シ ス テ ム 事 業 2,336 4.0 798 46.5 1,774 2.5 460 4.8 △24.1 △42.3

そ の 他 の 事 業 8,331 14.2 264 15.4 8,467 11.8 220 2.3 1.6 △16.5

合　計 58,486 100.0 1,717 100.0 71,346 100.0 9,639 100.0 22.0 461.1
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⑵　設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資等の主なものは、次のとおりであり
ます。

①　当連結会計年度中に完成した主要設備
設 備 名 事 業 部 門

３ 万 ト ン 桟 橋 補 修
合 金 鉄 事 業 部 門
機 能 材 料 事 業 部 門
そ の 他 の 事 業 部 門

幌 満 川 第 ２ 発 電 所
発 変 電 設 備 の 更 新 そ の 他 の 事 業 部 門

1 号 電 気 炉 耐 火 物 更 新 合 金 鉄 事 業 部 門

②　当連結会計年度継続中の主要設備の新設拡充
設 備 名 事 業 部 門

幌 満 川 第 ３ 発 電 所
発 変 電 設 備 の 更 新 そ の 他 の 事 業 部 門

工 場 受 電 変 圧 器 の 更 新 機 能 材 料 事 業 部 門

電 極 ペ ー ス ト 製 造 設 備 合 金 鉄 事 業 部 門

電 池 材 料 製 造 設 備 の 改 造 機 能 材 料 事 業 部 門

焼 却 灰 ３ 号 溶 融 炉 合 金 鉄 事 業 部 門

③　重要な固定資産の売却、撤去、滅失
該当事項はありません。

⑶　資金調達の状況
　該当事項はありません。
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⑷　対処すべき課題
　当社グループは、2018年～2020年を実行期間とする「第７次中期経営計画」を策定いたしました。

第７次中期経営の基本方針
『「４Ｃｏｒｅｓ」　＋　将来につながる企業存立基盤の確立』

１．合金鉄・機能材料・環境・電力の４つのコア事業を更に推進し、安定的な連結収益体制を完
成させる。

２．人材・資金・設備・技術・情報などの経営資源を完全に一体化・連携させ、相乗効果を早期
にフルに発揮させる。

３．当社グループの更なる成長を可能とし上場企業として相応しい企業基盤を構築、ステークホ
ルダーから信用信頼されるグループに生まれ変わる。

　当社グループは、コーポレートガバナンス及びリスク管理運営を強化し、株主や顧客の皆様からの信
頼に応えられるよう努めてまいります。また、内部統制システムを構築し、管理体制を強化・推進して
まいりましたが、今後、更なる強化に努めてまいります。
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⑸　財産及び損益の状況の推移

区 分 第115期
(平成26年12月期)

第116期
(平成27年12月期)

第117期
(平成28年12月期)

第118期
(当連結会計年度)
(平成29年12月期)

百万円 百万円 百万円 百万円
売 上 高 75,864 82,902 58,486 71,346

経 常 利 益 2,286 211 1,614 9,239

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△) 10,807 △14,181 △116 7,988

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) 85.17円 △96.84円 △0.80円 54.55円

総 資 産 116,511 92,827 84,563 98,447

純 資 産 78,596 63,772 61,412 70,802

⑹　重要な親会社及び子会社の状況（平成29年12月31日現在）
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

百万円 ％
中 央 電 気 工 業 株 式 会 社 480 100.0 合金鉄、機能材料の製造・販売

共 栄 産 業 株 式 会 社 99 92.8 化学工業製品等の販売

リ ケ ン 工 業 株 式 会 社 10 100.0 鉄鋼用分析測定機器等の製造・販売

栗 山 興 産 株 式 会 社 18 100.0 プラスチックの加工・販売

電 工 興 産 株 式 会 社 100 100.0 倉庫業

（注）１．平成29年３月31日付けで、当社は、日電カーボン株式会社（現：東日本カーボン株式会社）
の全株式を売却したため、重要な子会社から除外いたしました。

２．当社の連結子会社は、上記の重要な子会社を含め10社であり、持分法適用会社は２社でありま
す。
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⑺　主要な事業内容（平成29年12月31日現在）
事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

合 金 鉄 事 業
フェロマンガン、シリコマンガン、フェロクロム、フェロシリコン、フェロバ
ナジウム、その他の特殊金属製品の製造・販売、電気炉による焼却灰溶融固化
処理 等

機 能 材 料 事 業 フェロボロン、金属クロム、酸化ジルコニウム、ほう素類、リチウムイオン二
次電池材料、硫酸マンガン、炭酸マンガン、水素吸蔵合金等の製造・販売

環 境 シ ス テ ム 事 業 クロム酸回収、ほう素回収、ニッケル回収、用水事業 等

そ の 他 の 事 業

工業薬品、金属製品、貴金属化合物等の販売
珪カル肥料、アルミ粒、微粒黒鉛、電極ペースト、サンプラー等鉄鋼用分析測
定機器、プラスチックの加工・販売
港湾荷役・構内作業の請負、電力の供給
コンクリート廃材等の再生加工・販売
土木・建築業及び建築資材の製造 等

⑻　主要拠点等（平成29年12月31日現在）
①　当社

本　　社 東京都中央区

生産拠点
徳島工場（徳島県阿南市）、北陸工場（富山県射水市）、
高岡工場（富山県高岡市）、日高工場（北海道様似郡）、
郡山工場（福島県郡山市）、幌満川発電所（北海道様似郡）

営 業 所 大阪営業所（大阪府大阪市）、北海道営業所（北海道室蘭市）

研 究 所 徳島県阿南市
（注）北海道営業所は平成29年12月31日をもって閉鎖いたしました。

②　子会社
中央電気工業株式会社 本社（東京都中央区）、鹿島工場（茨城県鹿嶋市）、妙高工場（新潟県妙高市）

（注）本社は平成30年１月１日をもって茨城県鹿嶋市に移転しております。また、平成30年１月１
日を効力発生日とする会社分割により、鹿島工場の一部と妙高工場を当社が承継しておりま
す。
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⑼　従業員の状況（平成29年12月31日現在）
セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数 前期末比増減

名 名
合金鉄事業 351 23（増）

機能材料事業 216 16（減）

環境システム事業 57 5（増）

その他の事業 248 14（減）

全社（共通） 85 6（増）

合　　計 957 4（増）

（注）従業員数は就業人員であります。

⑽　主要な借入先（平成29年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

百万円
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 2,355

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,345

－ 10 －
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⑾　その他
①　その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

②　重要な事業の譲渡、合併等企業再編行為等
　当社は、平成29年7月28日開催の取締役会において、平成30年1月1日を効力発生日として、
当社の連結子会社である中央電気工業株式会社（以下「中央電気工業」といいます。）が営む合
金鉄事業及び機能材料事業を当社に承継させる会社分割（以下「本吸収分割」といいます。）を
行うことを決議のうえ、平成29年8月8日に中央電気工業との間で本吸収分割に係る吸収分割契
約を締結しました。なお、鹿島工場における環境事業については、中央電気工業において、継続
することといたしました。
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⒉　会社の株式に関する事項（平成29年12月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 300,000,000株

⑵　発行済株式の総数 146,741,292株

⑶　株　主　数 28,427名

⑷　大　株　主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 30,314 20.70

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,708 3.22

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,000 2.73

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,052 2.08

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 5 ） 2,254 1.54

日 鉄 鉱 業 株 式 会 社 2,100 1.43

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,963 1.34

資産管理サービス信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ信託銀行口 1,728 1.18

住 友 商 事 株 式 会 社 1,712 1.17

新 日 本 電 工 取 引 先 持 株 会 1,666 1.14

（注）持株比率は自己株式（308,268株）を控除して算出しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

⒊　会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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⒋　会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等（平成29年12月31日現在）

代 表 取 締 役
社 長 白 須 達 朗

取 締 役
専 務 執 行 役 員

人事・人材開発センター、経営企画に
関する事項管掌 小 林 啓 晃

取 締 役
専 務 執 行 役 員

合 金 鉄 営 業(主 原 材 料 の 購 入 を 含
む)、各営業所に関する事項管掌
合金鉄の海外戦略につき越村常務執
行役員に協力

田 畠 公 三

取 締 役
常 務 執 行 役 員

総務、内部統制、合金鉄の海外戦略に
関する事項管掌 越 村 隆 幸

取 締 役
常 務 執 行 役 員 経理、原料・業務に関する事項管掌 須 貝 俊 一

取 締 役
常 務 執 行 役 員

電池材料事業部長　委嘱
新素材営業に関する事項担当、北陸工
場に関する事項管掌
生産・技術、環境・安全、研究開発に
関する事項につき堤執行役員に協力

谷 奥 　 俊

取 締 役 一 　 木 　 剛 太 郎

取 締 役 細 井 和 昭

取 締 役 安 　 西 　 浩 一 郎

監 査 役 常勤 堀 本 国 男

監 査 役 柳 沢 充 夫

監 査 役 青 木 良 夫

監 査 役 野 原 　 誠

（注）１．取締役 谷奥俊氏は、中央電気工業株式会社の代表取締役社長であります。
２．取締役 一木剛太郎、細井和昭及び安西浩一郎の各氏は、社外取締役であります。
３．監査役 堀本国男、柳沢充夫、青木良夫及び野原誠の各氏は、社外監査役であります。
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４．監査役 堀本国男氏は、経理業務の長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

５．監査役 青木良夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。

６．取締役 一木剛太郎氏は、宏和法律事務所の弁護士であり、また、コカ・コーラウエスト
株式会社の社外監査役及びDBJプライベートリート投資法人の監督役員であります。

７．取締役 細井和昭氏は、細井会計事務所の代表であり、また、東プレ株式会社及び藤倉ゴ
ム工業株式会社の社外監査役であります。

８．取締役 安西浩一郎氏は、新日鐵住金株式会社の業務執行者であります。
９．監査役 青木良夫氏は、公認会計士青木良夫事務所の所長であり、また、日本通運株式会

社及びポリプラスチックス株式会社の社外監査役であります。
10．監査役 野原誠氏は、新日鐵住金株式会社の業務執行者であります。
11．当社は、取締役 一木剛太郎氏及び細井和昭氏並びに監査役 青木良夫氏を東京証券取引所

に対して、独立役員として届け出ております。
12．当期中に新たに就任の取締役

平成29年３月30日就任 取締役　　　安西　浩一郎
13．当期中に新たに就任の監査役

平成29年３月30日就任 監査役　　　堀本　国男
監査役　　　野原　誠

14．当期中の退任取締役及び退任監査役
平成29年２月28日辞任 取締役　　　田中　信夫
平成29年３月30日任期満了 監査役　　　望月　実
平成29年３月30日辞任 監査役　　　上原　学

15．当社は、定款第30条第２項において、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の使用
人であるものを除く）との間で当社に対する損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨
を定めております。これに基づき、当社は取締役であります一木剛太郎、細井和昭及び安
西浩一郎の各氏と当該責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度
額は、法令の定める限度額となっております。

16．当社は、定款第40条第２項において、監査役との間で当社に対する損害賠償責任を限定
する契約を締結できる旨を定めております。これに基づき、当社は監査役であります堀本
国男、柳沢充夫、青木良夫及び野原誠の各氏と当該責任限定契約を締結しており、当該契
約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める限度額となっております。

－ 14 －
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　当社は執行役員制度を導入しております。平成29年12月31日現在の取締役兼務を除く執行役
員は以下のとおりです。

執 行 役 員 環境システム事業部長　委嘱 田 中 信 夫

執 行 役 員 新素材営業に関する事項管掌 高 梨 純 一

執 行 役 員 徳島工場長　委嘱 中 村 健 彦

執 行 役 員
生産・技術、環境・安全、研究開発に
関する事項管掌
日高工場に関する事項につき穴澤執
行役員に協力

堤 　 一 彦

執 行 役 員 人材開発センター長　委嘱 佐 藤 雄 樹

執 行 役 員
人事に関する事項につき小林専務執
行役員を、総務に関する事項につき越
村常務執行役員を、経理に関する事項
につき須貝常務執行役員を補佐

古 　 跡 　 隆 一 郎

執 行 役 員
情報システム室長　委嘱
新素材営業、北陸工場、電池材料事業
に関する事項につき谷奥常務執行役
員を補佐

辻 村 春 海

執 行 役 員 日高工場に関する事項管掌 穴 澤 修 二

執 行 役 員 海外戦略部長　委嘱 上 直

執 行 役 員
経営企画部の海外事業および法規に
関する業務につき小林専務執行役員
を補佐

喜 田 英 志

⑵　取締役及び監査役の報酬等の額
当事業年度に係る報酬等
取締役 ９名 205百万円（うち社外取締役 ２名 13百万円）
監査役 ４名 35百万円（うち社外監査役 ３名 34百万円）

（注）１．取締役の支給人員は、辞任した取締役１名を含み、無報酬の１名を除いております。
２．監査役の支給人員は、平成29年３月30日開催の第117回定時株主総会終結の時をもって退任

した監査役１名を含み、無報酬の２名を除いております。
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⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

　取締役 一木剛太郎氏は、宏和法律事務所の弁護士であります。なお、同事務所と当社との間に
は特別の関係はありません。
　取締役 細井和昭氏は、細井会計事務所の代表であります。なお、同事務所と当社との間には特
別の関係はありません。
　取締役 安西浩一郎氏は、新日鐵住金株式会社の業務執行者であります。なお、同社は当社の主
要取引先であります。
　監査役 青木良夫氏は、公認会計士青木良夫事務所の所長であります。なお、同事務所と当社と
の間には特別の関係はありません。
　監査役 野原誠氏は、新日鐵住金株式会社の業務執行者であります。なお、同社は当社の主要取
引先であります。

②　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項
　取締役 一木剛太郎氏は、コカ・コーラウエスト株式会社の社外監査役及びDBJプライベートリ
ート投資法人の監督役員であります。なお、コカ・コーラウエスト株式会社及びDBJプライベー
トリート投資法人と当社との間には特別の関係はありません。
　取締役 細井和昭氏は、東プレ株式会社及び藤倉ゴム工業株式会社の社外監査役であります。な
お、東プレ株式会社及び藤倉ゴム工業株式会社と当社との間には特別の関係はありません。
　監査役 青木良夫氏は、日本通運株式会社及びポリプラスチックス株式会社の社外監査役であり
ます。なお、日本通運株式会社及びポリプラスチックス株式会社と当社との間には特別の関係は
ありません。

③　会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く）との親族
関係
　該当事項はありません。
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④　各社外役員の事業年度における主な活動状況
氏　　名 取締役会・監査役会への出席状況、取締役会、監査役会における発言その他の活動状況

取締役
一木剛太郎

当事業年度開催の取締役会19回のうち18回に出席し、弁護士としての専門的見地か
ら議案審議事項等に必要な発言を適宜行っております。

取締役
細井和昭

当事業年度開催の取締役会19回のうち18回に出席し、公認会計士及び税理士として
の専門的見地から議案審議事項等に必要な発言を適宜行っております。

取締役
安西浩一郎

平成29年３月30日就任以降に開催の取締役会13回の全てに出席し、専門的知識やこ
れまでの豊富な経験と幅広い見識に基づき議案審議事項等に必要な発言を適宜行っ
ております。

監査役
堀本国男

平成29年３月30日就任以降に開催の取締役会13回の全てに出席し、また就任以降に
開催の監査役会15回の全てに出席し、財務・会計に関する知見やこれまでの豊富な経
験と幅広い見識に基づき議案審議事項等に必要な発言を適宜行っております。

監査役
柳沢充夫

当事業年度開催の取締役会19回の全てに出席し、また、当事業年度開催の監査役会
21回の全てに出席し、幅広い見識と他社における豊富な経験に基づき議案審議事項等
に必要な発言を適宜行っております。

監査役
青木良夫

当事業年度開催の取締役会19回のうち18回に出席し、また、当事業年度開催の監査
役会21回の全てに出席し、公認会計士としての専門的見地から議案審議事項等に必要
な発言を適宜行っております。

監査役
野原　誠

平成29年３月30日就任以降に開催の取締役会13回の全てに出席し、また就任以降に
開催の監査役会15回の全てに出席し、専門的知識やこれまでの豊富な経験と幅広い見
識に基づき議案審議事項等に必要な発言を適宜行っております。
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⒌　会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

⑵　会計監査人の報酬等及び監査役会が同意した理由
①　報酬等の額

ア 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 56百万円

イ 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 59百万円
（注）１．当社は新日本有限責任監査法人に対して、監査業務の他、再生可能エネルギー賦課金の認定申請に

関するアドバイザリー業務の対価を支払っております。
２．当事業年度は、上記以外に前事業年度の監査に係る追加報酬６百万円を会計監査人である新日本有

限責任監査法人に支払っております。

②　監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由
　当社監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取
を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出
根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っておりま
す。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、法令の定めに基づき相当の事由が生じた場合には、監査役全員の同意により監査役会が会計
監査人を解任し、また、会計監査人の監査の継続について著しい支障が生じた場合等には、当該会計監
査人の解任または不再任を目的とする議案を監査役会が定め、株主総会に提出いたします。

－ 18 －
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⑷　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
　金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分の内容の概要は以下のとおりです。

①　処分対象
新日本有限責任監査法人（所在地：東京都千代田区）

②　処分内容
・契約の新規の締結に関する業務の停止　３か月

（平成28年１月１日から同年３月31日まで）
・業務改善命令（業務管理体制の改善）
※併せて、同日、約21億円の課徴金納付命令に係る審判手続開始を決定

（金融庁は、平成28年１月22日付で、21億1,100万円の課徴金納付命令を決定）

③　処分理由
ア 新日本有限責任監査法人は、株式会社東芝の平成22年３月期、平成24年３月期及び平成25年

３月期における財務書類の監査において、同監査法人の７名の公認会計士が、相当の注意を怠
り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものとして証明した。

イ 同監査法人の運営が著しく不当と認められた。
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⒍　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概況
　当社は、業務の適正を確保するための体制として、取締役会において決議した「内部統制基本方針」
及びその運用状況の概要は以下のとおりです。

　当社は、経営理念、新日本電工グループ企業行動憲章に基づき、企業価値と企業倫理の向上を図りつ
つ、社会から信頼される企業の実現を目指す。その目的のもと、法令・定款・社内諸規程の遵守を徹底
し、財務報告の信頼性と業務の有効性・効率性を確保するため、以下の体制により内部統制を遂行する。
　リスク管理を含む内部統制全般を統括・推進する組織として内部統制委員会とその事務局として内部
統制部を設置し、通常時の分析や対応策の検討を行う。
　内部統制部は各組織及び各子会社との間で情報を共有し、新日本電工グループ全体の内部統制システ
ム水準の維持・向上を図るために活動を行う。
　当社の内部統制基本方針は以下の通りとする。

⑴　当社の取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
＜取締役の法令遵守体制＞

　取締役会は、取締役会規程の下、経営上の重要な事項の決定を行い、報告を受ける。
　取締役は、取締役会における決定事項に基づき業務分担に応じ職務執行を行い、取締役会に報告する。

（運用状況の概要）
　取締役会は社外取締役３名を含む取締役９名で構成され、社外監査役4名も出席している。取締役
会は19回開催され、業務執行状況の報告をうけ、取締役会規程に基づき上程された各議案についての
活発な意見交換と審議を行い、執行決議を行っている。

⑵　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制＜情報管理体制＞
　取締役の職務執行上の各種情報について、情報管理に関する規程に基づき、情報管理を徹底するとと
もに、文書管理に関する規程を整備し、文書又は電磁的媒体により、適切に記録・保存する。
　また、取締役及び監査役が、これらの情報・文書等を常時閲覧できる体制とする。

（運用状況の概要）
　取締役会議事録や稟議書等をはじめとする取締役の職務執行上の各種情報については、情報管理に
関する規程及び文書管理に関する規程に基づき、適切に管理及び記録を行っている。
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⑶　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制＜リスク・危機管理体制＞
　多大な損失が予想される経営危機が発生した場合には、直ちに、危機管理本部を設置し、迅速に必要
な対応を行う。
　各組織長は、自組織における事業上のリスクの把握・評価を行い、社内規程において定められた権限・
責任に基づき業務を遂行する。
　安全衛生、環境・防災、情報管理、知的財産管理、品質管理、購買管理、財務報告の信頼性等に関す
る各リスクについては、本社職能組織が全社横断的観点から規程等を整備し、各組織に周知する。

（運用状況の概要）
　内部統制に関する規程に基づき当社に関わるリスクを識別し、内部監査において適切な対応を行っ
ている。また、多大な損失が予想される経営危機が発生した場合には、危機管理規程に基づき、直ち
に危機管理本部を設置し、迅速かつ適切な対応を行っている。

 

⑷　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
＜職務の効率性確保体制＞

　取締役は、取締役、使用人が共有する全社的な基本方針、数値目標を中期経営計画として定め、新日
本電工グループ全体にその徹底を図るとともに、各組織ごとの業績目標についての半期ごとの総括・見
直しに加え、期中にも経過実績の反復したレビューを行い、機動的な対応を追加するなど、効率的な業
務執行を図る。
　予算編成、設備投資を含めた投融資等は該当する委員会及び経営会議の審議を経て、取締役会におい
て執行決議を行う。
　取締役会等での決定に基づく業務執行は、社内規程に基づき、各執行役員、各組織長等が行う。

（運用状況の概要）
　取締役の職務の執行の効率性を確保するために、経営会議等で業務執行側の事前審議を経た上で、
取締役会において執行決議を行っている。また、業務執行は役職ごとの決裁権限を定めた規程に基づ
き行っている。
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⑸　当社の使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
＜使用人の法令遵守体制＞

　新日本電工グループ企業行動憲章、社員行動指針を定め、グループ企業倫理の向上と法令・定款・社
内諸規程の遵守についての更なる徹底を図る。
　また、コンプライアンスに関する相談・通報を受け付ける内部通報制度を設置・運用する。
　各組織長は、自組織の業務について、法令及び規程の遵守・徹底を図り、法令違反行為の未然防止に
努める。
　社員は、法令及び規程を遵守し、適正に職務を行う義務を負う。
　内部統制部のモニタリング活動を通し、業務の効率性と不祥事発生のリスクの点検を行う。
　内部統制部は、監査結果を必要に応じ取締役会及び内部統制委員会に報告する。

（運用状況の概要）
　新日本電工グループ企業行動憲章及び新日本電工グループ社員行動指針を定め、社員に周知徹底を
図っている。通報先に外部窓口としての弁護士事務所を含む、内部通報制度を設置・運用している。
また、業務の効率性と不祥事発生のリスクの点検のため、内部統制部が当社各部門に対してモニタリ
ング活動を行っている。内部監査活動の補完策として、前期より内部統制アンケートをスタートし、
浮き彫りになった職場風土やマネジメントなどの問題点については、全社員と共有化し個別対策を実
施した。今期も継続してアンケートを行い、更なる改善を図る。

 

⑹　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
＜企業集団の管理体制＞

　当社及び各子会社は、当社経営理念に基づき、各社の事業特性を踏まえつつ、事業戦略を共有し、当
社及び子会社からなる企業集団一体となった経営を行うとともに、業務運営方針等を社員に対し周知・
徹底する。
　当社は、子会社の管理に関して関係会社管理規程等において基本的なルールを定め、その適切な運用
を図る。
　当社は、各子会社に取締役・監査役を派遣し監督または監査を行うほか、内部統制部を通じ各子会社
に対し定期的に内部監査を行う。
　各子会社は、自律的内部統制を基本とした内部統制システムを構築・整備するとともに、当社との情
報の共有化等を行い、内部統制に関する施策の充実を図る。
　当社主管組織は、各子会社の内部統制の状況を確認するとともに、必要に応じ改善のための支援を行
う。
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　内部統制部は、当社及び子会社からなる企業集団全体の内部統制の状況を把握・評価するとともに、
主管組織及び各子会社に対し、指導・助言を行う。
　これに基づく具体的な体制は以下の通りとする。

①子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　当社主管組織は、各子会社における事業計画、重要な事業方針、決算等、当社の連結経営上又は
各子会社の経営上の重要事項について、各子会社に対し報告を求めるとともに、助言等を行う。

②子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社主管組織は、各子会社におけるリスク管理状況につき、各子会社に対し報告を求め、助言等
を行う。

③子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社主管組織は、各子会社の業績評価を行うとともに、マネジメントに関する支援を行う。

④子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社主管組織は、各子会社における法令遵守及び内部統制の整備・運用状況につき、各子会社に
対し報告を求めるとともに、必要な支援・助言等を行う。また、各子会社における法令違反のおそ
れのある行為・事実について、各子会社に対し報告を求めるとともに、すみやかに内部統制部に報
告する。

（運用状況の概要）
　当社は子会社の管理に関する規程に基づき、各主管組織は子会社管理の適切な運用を図っており、
また、適時に報告を受けることにより、子会社の内部統制体制を確認している。加えて、内部統制に
関する情報交換の場として、内部統制責任者会議を開催している。なお、各子会社は自律的内部統制
を基本とした内部統制システムの充実を図っており、当社は内部統制部による内部監査を行い各子会
社に対し指導・助言を行っている。また、子会社管理に関する規程を改定し、各主管組織が監督と業
績評価を行い、本社職能組織が指導・支援・助言を行う体制に明確化・強化した。
　更に、前期報告した海外子会社における不正行為の発覚を受け、当社は当社グループ全体を対象に
特別監査を行い、また規程等の追加整備、教育活動の推進など諸施策を実施し内部統制の強化を図っ
た。
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⑺　当社の監査役の監査に関する事項
　当社は、監査役が当社の全ての重要な会議、委員会に出席し、また、当社社長との定期的な意見交換
を行うことを確保するとともに、監査役が、子会社の取締役及び使用人等から直接報告を受け、また、
社内の情報・文書等は常時閲覧できるよう体制を整備する。
　当社の取締役、執行役員、組織長及びその他の使用人等は、職務執行の状況、経営に重要な影響をお
よぼす事実等の重要事項について、適時・適切に当社の監査役又は監査役会に直接又は内部統制部を通
じて報告するとともに、内部統制システムの運用状況等の経営上の重要事項についても、取締役会、経
営会議、内部統制委員会等において報告し、当社の監査役と情報を共有する。
　各子会社の取締役、監査役、使用人等は、自社における職務執行の状況、経営に重要な影響をおよぼ
す事実等の重要事項について、適時・適切に当社の監査役又は監査役会に直接又は当社主管組織あるい
は内部統制部を通じて報告する。
　当社及び子会社は、これらの報告をした者に対し、報告したことを理由とする不利な取扱いを行わな
い。
　内部統制部は、当社の監査役と定期的に又は必要の都度、内部統制システムの運用状況等に関する意
見交換を行う等、連携を図る。また、内部通報制度の運用状況について当社の監査役に報告する。
　当社の監査役の職務を補助するため、監査役事務局を設置し、総務部がこれに当たる。
　事務局員の取締役からの独立性、実効性を確保するため、監査役の指示の下で業務を行うほか、事務
局員の人事異動・評価等について、当社人事部長は監査役とも協議する。
　当社は、当社の監査役の職務執行上必要と認める費用を予算に計上する。また、監査役が緊急又は臨
時に支出した費用については、事後、監査役の償還請求に応じる。

（運用状況の概要）
　監査役の情報収集の体制として、重要な会議や委員会への出席、当社社長との意見交換の場を確保
すること等に加え、社内稟議を監査役が閲覧することで、監査役による業務執行状況の確認と監査の
実効性向上に努めている。また、内部統制部は当社の監査役と定期的に、内部統制システムの運用状
況等に関する意見交換を行い、緊密な連携を図っている。
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７　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
会社法施行規則第118条第３号に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針」の概要は下記のとおりであります。

(1)会社の支配に関する基本方針
　当社は、安定的かつ持続的な企業価値の向上が当社の経営にとって最優先の課題と考え、その実現に
日々努めております。従いまして、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の
経営理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えて
おります。
　上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引に委ね
られているため、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の
ご意思に基づき決定されることを基本としており、会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるか否か
の判断も、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行われるべきものと考えます。
　しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、明らかに濫用目的によるものや、
株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、その目的等からみて企業価値ひいては
株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすもの、対象会社の取締役会や株主が買付けの条件等につい
て検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な情報や時間を提供しないもの
等、不適切なものも少なくありません。このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財
務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に
反する大規模な買付等に対し、これを抑止するための枠組みが必要不可欠と考えます。

(2)会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み
　当社では、多数の投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続していただくため、当社の企業価値ひ
いては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、役員・社員一丸となって次の施策に取り組ん
でおります。これらの取組みは、上記(1)の会社の支配に関する基本方針の実現にも資するものと考え
ております。

（経営基盤強化による企業価値向上への取組み）
　詳細については、「1.企業集団の現況に関する事項 (4)対処すべき課題」をご参照ください。

（コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化による企業価値向上への取組み）
　下記の基本的な考え方の下、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおります。
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コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、株主をはじめ従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会等の立場を踏まえたうえで、株

主から経営を付託された者としての受託者責任や様々なステークホルダーに対する責務を負ってい
ることを認識しつつ、下記の「経営理念」のもと、透明、公正かつ迅速果断な意思決定を行うため
の仕組みの整備と健全な企業家精神発揮の促進を通じて、当社の持続的な成長と中長期的な企業価
値の向上を図ることにより、当社のコーポレートガバナンスを充実させております。

＜経営理念＞
他社を差異化する製品および技術・サービスを開発提供し、企業価値を高め、豊かな社会の創造

に貢献する。

(3)会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の
決定が支配されることを防止するための取組みの概要
　当社は、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定
が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるための取組
みとして、平成29年2月2日開催の当社取締役会において、「当社株式の大規模買付行為への対応策」
（以下「本プラン」といいます。）の継続を決議し、平成29年３月30日開催の第117回定時株主総会
において、本プランの継続について承認を得ております。
　本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上と
することを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％
以上となる当社株券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。
　本プランにおける、大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール（以下
「大規模買付ルール」といいます。）は、（イ）事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ
十分な情報を提供し、（ロ）必要情報の提供完了後、対価を現金のみとする公開買付けによる当社全株
式の買付けの場合は最長60日間、又はその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会に
よる評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、取締役会評価期間、また株主検討期間を設ける場
合は取締役会評価期間と株主検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。
　本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模
買付行為に対する対抗措置は講じません。但し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場
合、遵守しても当該大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては
株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無償割当等、
会社法その他の法律および当社定款が認める検討可能な対抗措置を講じることがあります。
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　このように対抗措置を講じる場合、その判断の客観性及び合理性を担保するために、取締役会は対抗
措置の発動に先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役または社
外有識者から選任された委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独
立委員会は対抗措置の発動の是非について、取締役会評価期間内に勧告を行うものとします。当社取締
役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。

　なお、本プランの有効期限は平成32年３月までに終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時までとします。本プランは、発効した後であっても、

（イ）当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合
（ロ）当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合

には、その時点で廃止されるものとします。
　継続後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ホームページをご参照ください。

(4)　本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利
益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

　本プランは、
（イ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること
（ロ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること
（ハ）株主意思を反映するものであること
（ニ）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示
（ホ）デッドハンド型やスローハンド型ではないこと

等の理由から、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なう
ものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

（注）事業報告中の記載金額及び株数は、表示単位未満の端数を切捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年12月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

 

（資 産 の
 

部）
 

（負 債 の
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他 無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
長 期 貸 付 金
そ の 他 投 資
貸 倒 引 当 金

61,260
10,588
22,864
10,174

432
14,753

651
1,817
△22

37,187
19,376

4,694
4,225
5,322
1,973
2,875

285
54
38
16

17,756
13,205

59
1,715
2,218

558
△0

流 動 負 債 17,936
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 7,634
一年内返済予定の長期借入金 1,941
リ ー ス 債 務 （ 短 期 ） 59
未 払 法 人 税 等 886
繰 延 税 金 負 債 1
設 備 関 係 支 払 手 形 555
賞 与 引 当 金 311
役 員 賞 与 引 当 金 45
災 害 損 失 引 当 金 99
そ の 他 流 動 負 債 6,400

固 定 負 債 9,708
長 期 借 入 金 2,986
リ ー ス 債 務 （ 長 期 ） 2,242
繰 延 税 金 負 債 1,746
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,753
事 業 整 理 損 失 引 当 金 68
そ の 他 固 定 負 債 911
負 債 合 計 27,645

 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 68,372

資 本 金 11,026
資 本 剰 余 金 21,582
利 益 剰 余 金 35,966
自 己 株 式 △202

その他の包括利益累計額 2,329
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 2,526
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 12
為 替 換 算 調 整 勘 定 △302
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 93

非 支 配 株 主 持 分 99
純 資 産 合 計 70,802

資 産 合 計 98,447 負 債 ・ 純 資 産 合 計 98,447
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連 結 損 益 計 算 書
（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 71,346
売 上 原 価 55,503
売 上 総 利 益 15,842
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,203
営 業 利 益 9,639
営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 201
そ の 他 営 業 外 収 益 327 528

営 業 外 費 用
支 払 利 息 180
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 507
そ の 他 営 業 外 費 用 239 927

経 常 利 益 9,239
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 23
投 資 有 価 証 券 売 却 益 23
関 係 会 社 清 算 益 11 58

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 498
事 業 整 理 損 116
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 3
減 損 損 失 57
関 係 会 社 株 式 売 却 損 328
災 害 に よ る 損 失 144 1,149

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 8,149
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 786
法 人 税 等 調 整 額 △631 154
当 期 純 利 益 7,994
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 6
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 7,988
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連結株主資本等変動計算書
（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 11,026 21,524 29,467 △202 61,815
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,464 △1,464
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 7,988 7,988

連 結 範 囲 の 変 動 △24 △24
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 △0 0 0
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 58 58

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － 58 6,499 △0 6,556
当 期 末 残 高 11,026 21,582 35,966 △202 68,372

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,454 △185 △1,466 △384 △583 179 61,412
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,464
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 7,988

連 結 範 囲 の 変 動 △24
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 0
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 58

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,071 198 1,164 477 2,912 △80 2,832

当 期 変 動 額 合 計 1,071 198 1,164 477 2,912 △80 9,389
当 期 末 残 高 2,526 12 △302 93 2,329 99 70,802

－ 30 －

連結株主資本等変動計算書



貸　借　対　照　表
（平成29年12月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

 

（資 産 の
 

部）
 

（負 債 の
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
製 品
半 製 品
仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 ・ 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他 無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他 投 資

47,125
7,412

55
19,149
1,458
6,944

302
239

9,418
756
168
204
250
60
90

616
34,094
11,669

1,289
1,415
2,586

3
159

3,148
1,970
1,096

11
9
1

22,413
4,311

15,392
86

2,205
160
258

流 動 負 債 15,001
支 払 手 形 521
買 掛 金 6,840
短 期 借 入 金 520
一年内返済予定の長期借入金 1,903
リ ー ス 債 務 57
未 払 金 718
未 払 費 用 743
未 払 法 人 税 等 449
設 備 関 係 支 払 手 形 503
設 備 関 係 未 払 金 1,454
役 員 賞 与 引 当 金 43
賞 与 引 当 金 213
災 害 損 失 引 当 金 99
そ の 他 流 動 負 債 931

固 定 負 債 7,541
長 期 借 入 金 2,797
リ ー ス 債 務 2,242
繰 延 税 金 負 債 546
退 職 給 付 引 当 金 1,196
事 業 整 理 損 失 引 当 金 68
資 産 除 去 債 務 677
そ の 他 固 定 負 債 11
負 債 合 計 22,542

 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 56,784
資 本 金 11,026
資 本 剰 余 金 21,524
資 本 準 備 金 16,936
そ の 他 資 本 剰 余 金 4,587

利 益 剰 余 金 24,436
利 益 準 備 金 1,299
そ の 他 利 益 剰 余 金 23,137

特 別 償 却 準 備 金 404
圧 縮 記 帳 積 立 金 72
別 途 積 立 金 4,671
繰 越 利 益 剰 余 金 17,989

自 己 株 式 △202
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,892

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,908
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △15
純 資 産 合 計 58,677

資 産 合 計 81,220 負 債 ・ 純 資 産 合 計 81,220

－ 31 －
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損　益　計　算　書
（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 46,630
売 上 原 価 35,971
売 上 総 利 益 10,659
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,581
営 業 利 益 6,077
営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 304
そ の 他 営 業 外 収 益 222 526

営 業 外 費 用
支 払 利 息 164
そ の 他 営 業 外 費 用 331 496

経 常 利 益 6,108
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 23
投 資 有 価 証 券 売 却 益 23
関 係 会 社 株 式 売 却 益 9
関 係 会 社 清 算 益 28 85

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 384
関 係 会 社 株 式 売 却 損 215
減 損 損 失 57
事 業 整 理 損 116
災 害 に よ る 損 失 144
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2 921

税 引 前 当 期 純 利 益 5,272
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 337
法 人 税 等 調 整 額 △532
当 期 純 利 益 5,466

－ 32 －
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株主資本等変動計算書
（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 11,026 16,936 4,587 21,524
当 期 変 動 額

特別償却準備金の積立
圧縮記帳積立金の取崩
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △0 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △0 △0
当 期 末 残 高 11,026 16,936 4,587 21,524

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合　　　計特別償却

準 備 金
圧縮記帳
積 立 金 別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 1,299 － 84 4,671 14,379 20,434 △202 52,782
当 期 変 動 額

特別償却準備金の積立 404 △404 － －
圧縮記帳積立金の取崩 △12 12 － －
剰 余 金 の 配 当 △1,464 △1,464 △1,464
当 期 純 利 益 5,466 5,466 5,466
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 0 0
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － 404 △12 － 3,609 4,002 △0 4,002
当 期 末 残 高 1,299 404 72 4,671 17,989 24,436 △202 56,784

－ 33 －
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（単位：百万円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 1,290 △109 1,181 53,964
当 期 変 動 額

特別償却準備金の積立 －
圧縮記帳積立金の取崩 －
剰 余 金 の 配 当 △1,464
当 期 純 利 益 5,466
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 617 93 711 711

当 期 変 動 額 合 計 617 93 711 4,713
当 期 末 残 高 1,908 △15 1,892 58,677

－ 34 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

平成30年２月13日
新 日 本 電 工 株 式 会 社

取 締 役 会 　 御 中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上　林　三子雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山　川　幸　康 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、新日本電工株式会社の平成29年１月１
日から平成29年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、新日本電工株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

平成30年２月13日
新 日 本 電 工 株 式 会 社

取 締 役 会 　 御 中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上　林　三子雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山　川　幸　康 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、新日本電工株式会社の平成29年
１月１日から平成29年12月31日までの第118期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成30年１月１日を効力発生日
として、会社の連結子会社である中央電気工業株式会社の一部事業を吸収分割により承継した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査役会の監査報告書 謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第118期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
⒈　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役及び内部統制部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

 

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)につ
いて取締役及び内部統制部その他の使用人等からその構築及び運用の状況について定期的
に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

 

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号(株式会社の支配に関する基本方
針)の各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につ
いて検討を加えました。

④さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査をしているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17
年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしま
した。
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⒉　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について、指摘すべき事項
は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す
る基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社
法施行規則第118条第３号の各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共
同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでな
いと認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年２月20日
新日本電工株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 堀 本 国 男 ㊞
監 査 役 柳 沢 充 夫 ㊞
監 査 役 青 木 良 夫 ㊞
監 査 役 野 原 　 誠 ㊞

(注)⒈　監査役堀本国男、柳沢充夫、青木良夫及び野原誠は、会社法に定める社外監査役でありま
す。

(注)⒉　監査役堀本国男及び野原誠は、平成29年３月30日付で監査役に就任いたしました。その
就任以前の監査事項については、他の監査役から報告を受け、資料を閲覧するなどの方法
により監査いたしました。

以　上
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第１号議案　剰余金配当の件
　当社の配当政策につきましては、各期の連結業績に応じた利益の配分を基本とし、将来の事業展
開と経営体質の強化のために必要な内部留保の確保を図りつつ、業績の動向などを総合的に考慮し
決定することを基本方針としております。
　当期の期末配当につきましては、下記のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
⒈　配当財産の種類

金銭
⒉　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金８円　総額1,171,464,192円
３　剰余金の配当が効力を生ずる日

平成30年３月30日
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第２号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（９名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、新任取締役１名を含む取締役９名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の地位 担　当　等 属　性

1 し ら

白
 

 
す

須
 

 
 

　
た つ

達
 

 
ろ う

朗 代表取締役
社長 － 再任

2 こ

小
 

 
ばやし

林
 

 
 

　
ひ ろ

啓
 

 
あ き

晃 取締役
専務執行役員

人事、人材開発センター、内部統制、
経営企画、販売管理に関する事項管掌 再任

3 た

田
 

 
は た

畠
 

 
 

　
こ う

公
 

 
ぞ う

三 取締役
専務執行役員

合金鉄事業〔合金鉄営業部(主原材料の
購入を含む)、徳島工場(機能材料部を
除く)、鹿島工場〕、大阪営業所に関す
る事項管掌
合金鉄の海外戦略につき越村常務執行
役員に協力

再任

4 こ し

越
 

 
む ら

村
 

 
 

　
た か

隆
 

 
ゆ き

幸 取締役
常務執行役員

総務、経理、合金鉄の海外戦略に関す
る事項管掌 再任

5 た に

谷
 

 
お く

奥
 

 
 

　
 

　
 

 
たかし

俊 取締役
常務執行役員

機能材料事業(新素材営業部、
電池材料営業部、機能材料管理部、
北陸工場、高岡工場、妙高工場、
徳島工場機能材料部)に関する事項管掌
環境システム事業および環境事業全般
に関する事項管掌

再任

6 つつみ

堤 　　 
か ず

一 
ひ こ

彦 常務執行役員
情報システム室長委嘱
生産・技術、環境・安全、研究開発、
日高工場および電力事業に関する事項
管掌

新任

7 い ち

一
き

木
 

　
ご う

剛
た

太
ろ う

郎 取締役 － 再任 社外取締役 独立役員

8 ほ そ

細
 

 
い

井
 

 
 

　
か ず

和
 

 
あ き

昭 取締役 － 再任 社外取締役 独立役員

9 あ ん

安
ざ い

西
 

　
こ う

浩
い ち

一
ろ う

郎 取締役 － 再任 社外取締役

－ 42 －

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
(生  年  月  日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

１
再任

しら
白

す
須

たつ
達

ろう
朗

(昭和31年３月26日生)

昭和54年 ４月 新日本製鐵㈱入社

25,700株

平成15年 ４月 同社総務部部長
平成19年 ７月 同社機材部長
平成21年 ４月 同社執行役員総務部長委嘱
平成24年10月 住友金属工業㈱との経営統合により新日鐵住

金㈱となる
同社執行役員北京事務所長委嘱

平成25年４ 月 同社常務執行役員北京事務所長委嘱
平成27年３ 月 当社代表取締役社長

（現在に至る）

２
再任

こ
小

ばやし
林

ひろ
啓

あき
晃

(昭和30年３月２日生)

平成17年 ７月 新日本製鐵㈱シドニー事務所長

35,900株

平成19年 ９月 ニッポン・スチール　オーストラリア社長
平成21年 ３月 当社参与化学品事業部長兼環境システム事業

部長兼化学品営業部長
平成22年 ３月 当社執行役員経営企画部長
平成24年 ３月 当社取締役執行役員経営企画部長
平成26年 ３月 当社取締役常務執行役員
平成27年 ３月 当社取締役専務執行役員
平成30年 １月 当社取締役専務執行役員　人事、人材開発セン

ター、内部統制、経営企画、販売管理に関する
事項管掌

（現在に至る）

－ 43 －

取締役選任議案



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

候補者
番　号

氏 名
(生  年  月  日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

３
再任

た
田

はた
畠

こう
公

ぞう
三

(昭和28年８月27日生)

昭和51年 ４月 当社入社

72,000株

平成13年 ３月 当社経営企画部担当部長
平成15年 ３月 当社取締役生産・技術部長
平成18年 ３月 当社取締役合金鉄事業部副事業部長兼合金鉄

営業部長
平成19年 ３月 当社取締役錦州事業担当
平成20年 ３月 当社執行役員錦州事業担当
平成21年 ８月 当社執行役員北陸工場長
平成22年 ３月 当社常務執行役員
平成28年 ３月 当社取締役専務執行役員
平成30年 １月 当社取締役専務執行役員　合金鉄事業〔合金鉄

営業部(主原材料の購入を含む)、徳島工場(機
能材料部を除く)、鹿島工場〕、大阪営業所に
関する事項管掌
合金鉄の海外戦略につき越村常務執行役員に
協力

（現在に至る）

４
再任

こし
越

むら
村

たか
隆

ゆき
幸

(昭和31年８月６日生)

昭和55年 ４月 住友金属工業㈱入社

19,700株

平成14年 ６月 同社原料部次長
平成16年 ６月 中央電気工業㈱企画部長
平成21年 ６月 同社執行役員企画部長
平成23年 ６月 同社執行役員合金鉄営業部長
平成24年 ６月 同社取締役常務執行役員全社管理部門統括、合

金鉄・環境事業部門統括
平成26年 ７月 同社取締役（非常勤）
平成26年 ７月 当社取締役常務執行役員
平成30年 １月 当社取締役常務執行役員　総務、経理、合金鉄

の海外戦略に関する事項管掌
（現在に至る）
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候補者
番　号

氏 名
(生  年  月  日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

５
再任

たに
谷

おく
奥

 
　

たかし
俊

(昭和30年11月16日生)

昭和57年 ４月 住友金属工業㈱入社

13,000株

平成16年 ６月 同社鋼板・建材カンパニー　製鋼部長
平成20年 ４月 ㈱住友金属直江津　社勤務専任部長
平成20年 ６月 同社取締役
平成24年 １月 住友金属工業㈱ステンレス・チタン事業本部直

江津製造所副所長兼品質企画部長
平成24年10月 新日本製鐵㈱との経営統合により新日鐵住金

㈱となる
同社参与（チタン・特殊ステンレス事業本部直
江津製造所長委嘱）

平成27年３ 月 中央電気工業㈱取締役常務執行役員
平成28年３ 月 同社代表取締役社長
平成28年３ 月 当社取締役
平成28年６ 月 当社取締役執行役員
平成30年１ 月 当社取締役常務執行役員　機能材料事業(新素

材営業部、電池材料営業部、機能材料管理部、
北陸工場、高岡工場、妙高工場、徳島工場機能
材料部)に関する事項管掌
環境システム事業および環境事業全般に関す
る事項管掌

（現在に至る）

６
新任

つつみ
堤 　

かず
一

ひこ
彦

(昭和30年７月３日生)

昭和55年 ４月 新日本製鐵㈱入社

5,400株

平成16年 ４月 同社君津製鐵所　条鋼工場長（部長）
平成18年 ４月 鈴木金属工業㈱（現：日鉄住金SGワイヤ㈱）

品質保証部担当部長
平成20年 ６月 同社執行役員品質保証部長
平成23年 ６月 同社常務執行役員　スズキ・ガルピッタンAB

出向（Executive Vice President）
平成28年３ 月 当社執行役員
平成30年１ 月 当社常務執行役員　情報システム室長委嘱

生産・技術、環境・安全、研究開発、日高工場
および電力事業に関する事項管掌

（現在に至る）
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候補者
番　号

氏 名
(生  年  月  日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

７
再任 社外取締役 独立役員

いち
一

 
　

き
木

 
　

ごう
剛

た
太

ろう
郎

(昭和24年12月４日生)

昭和50年 ４月 弁護士登録（横浜弁護士会）

なし

相模合同法律事務所入所
昭和57年 ６月 ハワイ州Mukai,Ichiki,Rafetto & MacMillan

法律事務所勤務
昭和58年 ６月 濱田松本法律事務所入所（第二東京弁護士会に

登録換え）
昭和60年 ６月 同事務所パートナー
平成 ８年 ４月 第二東京弁護士会副会長（平成９年３月退任）
平成12年 ４月 日本弁護士連合会事務次長（平成14年３月退

任）
平成14年12月 合併により森・濱田松本法律事務所パートナー
平成18年 ４月 日本司法支援センター（法テラス）本部事務局

長（平成20年12月退任）
平成26年 ４月 日本司法支援センター（法テラス）東京地方事

務所所長（現任）
平成26年12月 森・濱田松本法律事務所退職
平成27年 １月 宏和法律事務所入所（現任）
平成27年 ３月 当社社外取締役
平成28年 ３月 コカ・コーラウエスト㈱社外取締役（監査等委

員である取締役）（平成29年３月退任）
平成28年 ４月 DBJプライベートリート投資法人監督役員（現

任）
平成29年 ４月 コカ・コーラウエスト㈱社外監査役（平成29

年12月退任）
平成29年 ７月 一般財団法人司法協会理事長（現任）

（現在に至る）
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候補者
番　号

氏 名
(生  年  月  日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

８
再任 社外取締役 独立役員

ほそ
細

い
井

かず
和

あき
昭

(昭和23年１月２日生)

昭和50年11月 監査法人千代田事務所入所

なし

昭和54年 ３月 公認会計士登録
昭和62年 １月 新光監査法人社員
平成 ５年 ９月 中央監査法人代表社員
平成17年 ３月 税理士登録
平成18年10月 細井会計事務所代表（現任）
平成19年 ６月 東プレ㈱社外監査役（現任）

藤倉ゴム工業㈱社外監査役（現任）
平成19年 ７月 当社独立委員会委員（現任）
平成21年 １月 水産庁民間団体補助金交付候補者選定審査委

員会委員（現任）
平成22年 ３月 当社補欠監査役
平成24年 ２月 当社社外監査役
平成28年 ３月 当社社外取締役

（現在に至る）

９
再任 社外取締役

あん
安

 
　

ざい
西

 
　

こう
浩

いち
一

ろう
郎

(昭和45年10月19日生)

平成 ５年 ４月 新日本製鐵㈱入社

なし

平成24年10月 住友金属工業㈱との経営統合により新日鐵住
金㈱となる
同社建材事業部建材営業部軌条室長

平成28年４ 月 同社関係会社部主幹
平成28年７ 月 同社関係会社部上席主幹（現任）
平成29年３ 月 当社社外取締役

（現在に至る）
（注）１．各取締役候補者は当社との間に特別の利害関係はありません。

２．堤一彦氏は新任取締役候補者であります。
３．一木剛太郎氏は、社外取締役候補者であり、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で経営

に関与したことはありませんが、社外取締役に就任した場合には、同氏の長年の弁護士として培われた
経験及び見識を当社の経営に活かしていただけるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするも
のであります。

４．一木剛太郎氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会
終結の時をもって３年となります。
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５．細井和昭氏は、社外取締役候補者であり、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で経営に
関与したことはありませんが、社外取締役に就任した場合には、同氏の長年の公認会計士及び税理士と
して培われた経験及び見識を当社の経営に活かしていただけるものと判断し、社外取締役として選任を
お願いするものであります。

６．細井和昭氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会終
結の時をもって２年となります。

７．安西浩一郎氏は、社外取締役候補者であり、社外取締役に就任した場合には、同氏の専門的知識やこれ
までの他社における豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に活かしていただけるものと判断し、社外取
締役として選任をお願いするものであります。

８．安西浩一郎氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会
終結の時をもって１年となります。

９．安西浩一郎氏は、過去５年間及び現在、当社の主要取引先である新日鐵住金株式会社の業務執行者であ
ります。

10．安西浩一郎氏は、当社の主要取引先である新日鐵住金株式会社より使用人としての給与等を受ける予定
があり、過去２年間においても受けております。

11．当社は、一木剛太郎氏、細井和昭氏及び安西浩一郎氏との間で、社外取締役として、会社法第423条第
１項の責任について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の契約を締結して
おり、本株主総会で重任が承認された場合は、各氏との間で当該契約を継続する予定であります。

12．当社は、一木剛太郎氏及び細井和昭氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。一木剛太郎氏及び細井和昭氏の社外取締役の重任が承認された場合は、当社は、引き続き両氏を独
立役員とする予定であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役 柳沢充夫氏は、本株主総会終結の時をもって辞任いたします。
　つきましては、改めて監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生  年  月  日) 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

新任 社外監査役
みやこ
都 　

まさ
正

じ
二

(昭和27年５月16日生)

昭和50年 ４月 新日本製鐵㈱入社

なし

平成 元年 ６月 同社室蘭製鐵所　総務部経理室長
平成 ４年 ９月 同社経理部決算室長
平成12年11月 同社財務部決算グループリーダー［部長］
平成13年 ８月 財団法人財務会計基準機構への派遣のため新日

本製鐵㈱退職
平成13年９ 月 財団法人財務会計基準機構 企業会計基準委員会 

委員（常勤）
平成16年４ 月 新日本製鐵㈱入社

同社財務部部長
平成22年３ 月 公益財団法人財務会計基準機構勤務のため新日

本製鐵㈱退職
平成22年 ４月 公益財団法人財務会計基準機構 企業会計基準委

員会 委員（常勤）
平成24年12月 同機構代表理事常務事務局長就任（平成29年６

月退任）
（現在に至る）

（注）１．都正二氏は当社との間に特別の利害関係はありません。
２．都正二氏は新任監査役候補者であります。
３．都正二氏は、社外監査役候補者であり、社外監査役に就任した場合には、同氏の財務・会計に関する

知見やこれまでの他社における豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に活かしていただけるものと
判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。

４．都正二氏が社外監査役に就任した場合は、当社との間で、会社法第423条第１項の責任について、会
社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の契約を締結する予定であります。

以　上
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株式についてのご案内

本 社 所 在 地 東京都中央区八重洲一丁目４番16号（〒103－8282）
電話（03）6860－6800（総務部）
ホームページ　http://www.nippondenko.co.jp/

事 業 年 度 １月１日から12月31日まで
定 時 株 主 総 会 ３月下旬
剰 余 金 の 配 当 基 準 日 期末配当　12月31日

中間配当　６月30日（中間配当を行う場合）
定時株主総会の基準日 12月31日

その他必要があるときは、あらかじめ公告する一定の日
単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号
事 務 取 扱 場 所 みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
公 告 方 法 電子公告（http://www.nippondenko.co.jp/）

ただし、やむを得ない事由により電子公告をできない場合は、日
本経済新聞に掲載します。

上 場 金 融 商 品 取 引 所 東京証券取引所

証券会社に口座をお持ちの場合 特 別 口 座 の 場 合

郵 便 物 送 付 先

お取引の証券会社になります。

〒168-8507　東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行　証券代行部

電話お問い合わせ先 0120-288-324（フリーダイヤル)

お 取 扱 店

みずほ証券
本店及び全国各支店
プラネットブース（みずほ銀行内の店
舗）でもお取り扱いいたします。

みずほ信託銀行
本店及び全国各支店
＊ トラストラウンジではお取り扱い
できませんのでご了承ください。

ご 注 意

未払配当金の支払(※）、支払明細発行
については、右の「特別口座の場合」の
郵便物送付先・電話お問い合わせ先・お
取扱店をご利用ください。

単元未満株式の買取・買増以外の株式売
買はできません。

※未払配当金の支払のみ、みずほ銀行 本店及び全国各支店でもお取り扱いいたします。

株式についてのご案内



定時株主総会会場ご案内図

会　場 八重洲ファーストフィナンシャルビル　ベルサール八重洲 ２階 ＲＯＯＭ Ａ+Ｂ+Ｃ
東京都中央区八重洲一丁目３番７号　TEL（03）3548－3770（代表）

交　通

Ｊ　　　Ｒ　　❶ 「東京」駅下車　八重洲北口より徒歩約５分
地　下　鉄　　❷ 丸ノ内線「東京」駅下車　八重洲北口より徒歩約５分
地　下　鉄　　❸ 東 西 線「日本橋」駅下車　Ａ７出口直結
地　下　鉄　　❹ 銀 座 線「日本橋」駅下車　Ａ７出口直結
地　下　鉄　　❺ 浅 草 線「日本橋」駅下車　Ａ７出口直結

首都高速道路

野村證券本社

ＴＫＰ 交通銀行

コレド日本橋

ベルサール
東京日本橋

日本橋駅(東西線)

高島屋

八重洲南口

八重洲中央口

大丸ＪＲ
東京駅

サピアタワー

永代通り
東京メトロ東西線

日本ビル

静岡銀行

みずほ信託銀行

三越新館三越前駅(半蔵門線) 東京メトロ
半蔵門線

八重洲通りヤンマー

ベルサール八重洲
(八重洲ファーストフィナンシャルビル)

株主総会会場

八重洲
北口

呉服橋

Concept
LABI TOKYO

都
営
地
下
鉄
浅
草
線

日
本
橋
駅(

浅
草
線)

首
都
高
速
道
路

武
田
薬
品

工
業

丸
善

丸
の
内
ト
ラ
ス
ト

タ
ワ
ー
Ｎ
館

日
本
橋
駅(

銀
座
線)

外
堀
通
り

東
京
メ
ト
ロ
銀
座
線

中
央
通
り

Ａ
７

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
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株主各位

株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

目　次
■連結計算書類 連結注記表　…………………… 1
■計算書類 個別注記表　…………………… 9

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規
定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アド
レスhttp://www.nippondenko.co.jp/）に掲載すること
により株主の皆様に提供しております。

表紙



連　結　注　記　表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⒈　連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　10社
主要な連結子会社の名称　中央電気工業㈱、共栄産業㈱、リケン工業㈱、栗山興産㈱、電工興産㈱

前連結会計年度では持分法非適用非連結子会社であった日高エナジー㈱は重
要性の観点から当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
日電カーボン㈱は保有する株式を売却したことにより子会社でなくなったた
め、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

⑵　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の
名称

該当事項はありません。

⒉　持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法適用の非連結子
会社又は関連会社数 2社
主要な会社の名称 Kudumane Investment Holding Limited、Pertama Ferroalloys 

SDN.BHD.
前連結会計年度では持分法適用非連結子会社であったNDリサイクル・リミ
テッドは清算したため、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外して
おります。また、当連結会計年度に設立した持分法適用非連結子会社の
Water Solutions Korea Co.,Ltdは保有する株式を売却したため、当連結会
計年度より持分法適用の範囲から除外しております。
SAJバナジウム・リミテッドは、保有する株式を売却したため、当連結会計
年度より持分法適用の範囲から除外しております。

⑵　持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の名称等
主要な会社等の名称 該当事項はありません。

⒊　連結子会社の事業年度に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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⒋　会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
デリバティブ………………時価法によっております。
たな卸資産…………………主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっております。
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産………………
（リース資産を除く）

主として、定額法によっております。
（追加情報）
　当連結会計年度より開始した日高工場FIT事業に係る有形固定資産につい
ては、定額法を採用しております。これは固定価格買取制度（FIT制度）に
より長期間にわたり事業継続する予定であり、長期安定的な稼働状況が見込
まれるためであります。

無形固定資産………………
（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法、それ以外の無形固定資産については残存価額を零とする定
額法によっております。

リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　………………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま

す。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

⑶　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金…………………債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

賞与引当金…………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給
見込額を計上しております。

役員賞与引当金……………役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見
込額を計上しております。
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事業整理損失引当金………事業整理に伴い発生する将来の損失に備えるため、今後発生すると見込まれ
る損失額を計上しております。

災害損失引当金……………災害により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、今後発生する
と見込まれる金額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額
の期間帰属方法

……………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
　また、執行役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく
当連結会計年度末要支給額を計上しております。

数理計算上の差異
及び過去勤務費用
の費用処理方法

…………過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（主として14年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として14年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており
ます。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法…………繰延ヘッジ処理を採用しております。
ヘッジ手段とヘッジ対象…ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション、金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、借入金
ヘッジ方針…………………主に当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リ

スク及び金利変動リスクをヘッジしております。
ヘッジ有効性評価の方法…ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ
って有効性を評価しております。
　ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省
略しております。

⑹　消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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⒌　会計方針の変更
　　該当事項はありません。

　（追加情報）
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を
当連結会計年度から適用しております。

連結貸借対照表に関する注記
⒈　有形固定資産の減価償却累計額 40,841百万円
⒉　担保資産
　　　担保に供している資産

　現金及び預金 47百万円
　受取手形及び売掛金 53百万円
　投資有価証券 2,409百万円

　　　担保に係る債務
　保証債務 7,254百万円
　リース債務 2,300百万円
　支払手形及び買掛金 4百万円

⒊　偶発債務
　　　保証債務
　　　　被保証者

　　Pertama Ferroalloys SDN.BHD.（金融機関からの借入債務） 7,254百万円
⒋　期末日満期手形の会計処理は、満期日に決済されたものとして処理しております。

なお、期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。
　受取手形 135百万円
　支払手形 63百万円
　設備関係支払手形 94百万円

⒌　記載金額は百万円未満を切捨てております。

連結損益計算書に関する注記
　該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
⒈　発行済株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

普 通 株 式 146,741,292 ― ― 146,741,292 ―

⒉　自己株式に関する事項
（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

普 通 株 式 306,872 1,596 200 308,268 (注１)、(注２)

（注１）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
（注２）普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

⒊　配当に関する事項
⑴　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当金 基準日 効力発生日

平成29年３月30日
定時株主総会 普通株式 732百万円 ５円 平成28年12月31日 平成29年３月31日

平成29年８月９日
取締役会 普通株式 732百万円 ５円 平成29年６月30日 平成29年９月11日

⑵　当連結会計年度の末日以降に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当金 基準日 効力発生日

平成30年３月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,171百万円 ８円 平成29年12月31日 平成30年３月30日

⒋　記載金額は百万円未満を切捨てております。

－ 5 －

連結注記表



金融商品に関する注記
⒈　金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、事業計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。一時的
な余資は安全性を考慮し、短期的な預金等で運用しております。デリバティブは、為替変動リスク及び
金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営
業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の取引を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお
ります。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、原則として一年以内の支払期日であります。また、その一部
には原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。
　借入金は、主に営業取引及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、変動金利の借入金は、
金利の変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした
為替予約取引及び通貨オプション取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とし
た金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘ
ッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関
する注記等　4．会計方針に関する事項　⑸重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　与信管理規程に基づき、定期的に取引先の与信調査を行い与信限度額を設定し、必要に応じて債権保
全策を検討・実施しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建ての営業債務について、為替の変動リスクを回避するため、一部は為替予約を利用してヘッジ
しております。
　また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利の動向をみながら必要に応じて金
利スワップ取引を利用します。
　投資有価証券については、定期的に時価の状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を
継続的に見直しております。
　デリバティブ取引は、社内規程に従い、各部門の要請により、実需に基づいていることを確認の上、
取引の実行と管理を経理担当部門で行っております。なお、デリバティブ取引は、信用度の高い国内の
大手銀行であるため、相手方の不履行に係る信用リスクはないと判断しております。
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③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　各部門からの報告に基づき、経理担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理
しております。また、不測の事態に備えて、金融機関とコミットメントライン契約を結んでおります。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⒉　金融商品の時価等に関する事項
　平成29年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額
(＊1)

時価
(＊1) 差額

⑴　現金及び預金 10,588 10,588 －

⑵　受取手形及び売掛金 22,864 22,864 －

⑶　投資有価証券

その他有価証券 6,883 6,883 －

⑷　支払手形及び買掛金 (7,634) (7,634) －

⑸　長期借入金(＊2) (4,927) (4,883) 44

⑹　デリバティブ取引(＊3) (21) (21) －

(＊1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(＊2)１年内返済予定の長期借入金を含めております。
(＊3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（　）で示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

⑶　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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⑷　支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

⑸　長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り
引いて算定する方法によっております。
　変動金利による長期借入金は金利スワップの特例対象とされており、当該金利スワップと一体と
して処理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られる利
率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑹　デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑸参照）。

（注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額6,321百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶投資有価証券」
には含めておりません。

賃貸等不動産に関する注記
重要性が乏しいため記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
⒈　１株当たり純資産額 482円83銭
⒉　１株当たり当期純利益 54円55銭
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個　別　注　記　表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

⒈　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・半製品・仕
掛品・原材料・貯蔵品

……主として、移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⒉　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社
株式

……移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの……………移動平均法による原価法

⒊　デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法

⒋　固定資産の減価償却方法
有形固定資産（リース資産を除く）

（徳島工場・北陸工場・日高工場（FIT電力事業））…定額法
（その他の事業所）………定率法
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　（追加情報）

　当事業年度より開始した日高工場FIT事業に係る有形固定資産については、定額法を採用しており
ます。これは固定価格買取制度（FIT制度）により長期間にわたり事業継続する予定であり、長期安
定的な稼働状況が見込まれるためであります。

無形固定資産…………………
（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法、それ以外の無形固定資産については残存価額を零とする定
額法

リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　…………………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま
す。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。
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⒌　引当金の計上基準
貸倒引当金……………………債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

賞与引当金……………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込
額を計上しております。

役員賞与引当金………………役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額
を計上しております。

退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（14年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
また、執行役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく当
事業年度末要支給額を計上しております。

事業整理損失引当金…………事業整理に伴い発生する将来の損失に備えるため、今後発生すると見込まれ
る損失額を計上しております。

災害損失引当金………………災害により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、今後発生する
と見込まれる金額を計上しております。

⒍　重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法…………繰延ヘッジ処理を採用しております。
ヘッジ手段とヘッジ対象…ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション、金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、借入金
ヘッジ方針…………………主に当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リ

スク及び金利変動リスクをヘッジしております。
ヘッジ有効性評価の方法…ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ
って有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略
しております。

⒎　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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会計方針の変更に関する注記
　　該当事項はありません。

　（追加情報）
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。

貸借対照表に関する注記
⒈　有形固定資産の減価償却累計額 38,101百万円
⒉　関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 14,140百万円
長期金銭債権 2,205百万円
短期金銭債務 4,386百万円

⒊　担保資産
担保に供している資産

売掛金 54百万円
短期貸付金 60百万円
関係会社株式 2,639百万円

担保に係る債務
保証債務 7,254百万円
リース債務 2,300百万円

⒋　偶発債務
保証債務

被保証者
共栄産業株式会社（営業債務）
Pertama Ferroalloys SDN.BHD.（金融機関からの借入債務）

609百万円
7,254百万円

⒌　期末日満期手形の会計処理は、満期日に決済されたものとして処理しております。
なお、期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

受取手形 19百万円
支払手形 46百万円
設備関係支払手形 87百万円

⒍　記載金額は、百万円未満を切捨てております。
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損益計算書に関する注記
⒈　関係会社に対する売上高 30,019百万円
⒉　関係会社からの仕入高 1,951百万円
⒊　関係会社との営業取引以外の取引高

資産譲渡等に伴う収入額 144百万円
資産譲受等に伴う支出額 17百万円

⒋　記載金額は、百万円未満を切捨てております。

株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式に関する事項

当事業年度末における自己株式の数 308,268株
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税効果会計に関する注記
⒈　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
退職給付引当金 366百万円
未払役員退職金 3百万円
投資有価証券評価損 88百万円
ゴルフ会員権評価損 17百万円
未払事業税 74百万円
未払事業所税 2百万円
棚卸資産調整額 44百万円
賞与引当金 76百万円
災害損失引当金 30百万円
棚卸資産評価損 33百万円
資産除去債務 208百万円
減損損失 2,367百万円
繰越欠損金 5百万円
その他 86百万円
小計 3,407百万円
評価性引当額 △2,701百万円

繰延税金資産合計 706百万円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △742百万円
特別償却準備金 △178百万円
圧縮記帳積立金 △32百万円
資産除去債務に対応する除去費用
前払年金費用

△0百万円
△49百万円

繰延税金負債合計 △1,003百万円

繰延税金負債の純額 △296百万円

⒉　記載金額は、百万円未満を切捨てております。
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関連当事者との取引に関する注記
⒈　親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の
名　　称

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内　容

取引金額
(百万円) 科　目 期末残高

(百万円)

その他の
関係会社

新日鐵住金㈱
（注２）

被所有
直接

20.7％
間接

0.3％

当社製品の販売 当社製品の販売 28,589 売 掛 金 13,600

（注１）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
（注２）取引条件及び取引条件の決定方針

市場価格を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。

⒉　子会社及び関連会社等

種類 会社等の
名　　称

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内　容

取引金額
(百万円) 科　目 期末残高

(百万円)

子 会 社 中央電気工業㈱
（注２）

所有
直接
100.0％

当社製品の販売
当社に製品を供
給
役員の兼任

製品の購入
出向者給与の支
払

394 買掛金
未払費用 3,612

関連会社

K u d u m a n e  
Investment 
H o l d i n g  
Limited
（注２）

所有
直接
25.0％

資金の援助 資金の回収 897 関係会社長
期貸付金 1,258

関連会社
P e r t a m a
Fer roa l loys
S D N . B H D .
（注２）

所有
直接
20.0％
間接
5.0％

資金の援助 　資金の貸付 708 関係会社長
期貸付金

946

資金の援助 　債務保証 7,254 － －

（注１）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
（注２）取引条件及び取引条件の決定方針

市場価格を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。
資金の貸付については、市場金利及び貸付先の財政状況を勘案して決定しております。
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１株当たり情報に関する注記
⒈　１株当たり純資産額 400円71銭
⒉　１株当たり当期純利益 37円33銭

重要な後発事象に関する注記
（共通支配下の取引）

　当社は平成30年1月1日を効力発生日として、当社の連結子会社である中央電気工業株式会社の一部事業を吸
収分割により当社に承継いたしました。
（１）取引の概要
①対象となった事業の名称及びその事業の内容
　合金鉄及び機能材料等の製造・販売事業
②企業結合日
　平成30年1月1日
③企業結合の法的形式
　中央電気工業株式会社を吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割
④結合後企業の名称
　新日本電工株式会社
⑤その他取引の概要に関する事項
　当社グループにおける更なる事業基盤の強化などを目的として、中央電気工業株式会社の合金鉄事業及び機能
材料事業を当社に承継することとしました。

（２）実施する会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年9月13日）に基づき、共通支
配下の取引として会計処理をする予定であります。
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